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分担研究報告

（１）HIV及び精神保健の専門機関における支援と連携に関する研究

研 究 要 旨
　本研究の目的は以下の3点である。①精神保健の課題（薬物使用を含む）をもつHIV陽性

者への保健行政機関及びエイズ診療拠点病院の支援実態及び支援課題を明らかにする。②

HIV陽性者への支援にあたっての保健行政機関及びエイズ診療拠点病院の地域連携に関する

実態と課題を明らかにする。③保健行政機関のエイズ検査での陽性者支援への体制につい

て、平成21年度調査からの変化を明らかにする。これら保健行政機関とエイズ診療拠点病院、

双方の現状と課題から、HIV陽性者支援の地域での連携した支援体制の整備のための方策を

考察する。研究方法は、全国の保健所及び政令指定都市・特別区の保健センターのエイズ対

策担当者と精神保健相談の担当者各1名（合計1,506名）への質問紙調査（調査1）、全国

のエイズ治療ブロック拠点病院・中核拠点病院と、東京都内の拠点病院のHIV診療に携わる

看護師及び医療相談室担当者の各1名（合計180名）への質問紙調査（調査2）である。

　本報告では、調査1のうち全国の保健所及び政令指定都市・特別区の保健センターのエ

イズ対策担当者調査（調査A）と精神保健相談の担当者（調査B）の精神保健の課題をもつ

HIV陽性者への支援実態と課題について報告する。精神保健課題をもつHIV陽性者への支援

は、多くの保健行政機関でエイズ対策担当者と精神保健担当者が連携して担当する体制で

あった。また担当者の支援経験では、HIV陽性者支援はエイズ担当者の経験割合が多いが、

そのうちの精神保健課題のある事例の相談は精神保健担当者の経験割合の方が高かった。相

談支援への担当者の自己効力感も、精神保健担当者の方がやや高い傾向がみられた。一方、

HIV陽性とあわせて精神保健課題をもつ事例への相談支援における地域の関係機関との連携

は、必ずしも十分な取り組みが進んでいない。今後精神保健相談担当者とエイズ担当者と連

携したネットワークづくりが重要であると思われる。さらに精神保健相談の担当部署におい

ても、HIVに関する基本的知識が得られるような情報の共有化やエイズ担当者と精神保健担

当者の共同の研修等も相談支援対応の準備性を高める上で有効と考えられた。とりわけ薬物

依存/使用に関する相談は、いずれの担当者も困難さを感じており、共通の研修のプログラ

ム等の必要性が示唆された。
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Ａ 研究背景と目的
１．研究背景

　現在、国内におけるHIV感染者およびAIDS

患者の報告数は、増加の一途をたどっている

が、平成21年度をピークに全国の保健所で

のHIV検査の件数は減少している（厚生労働

省,2013)。一方で、平成21年度に行った全国

の保健所への調査では、全国的には所属機関に

よってHIV検査時における陽性者支援の体制や

担当者のHIV陽性者支援の準備状況が大きく異

なること、セクシュアリティやセクシュアルヘ

ルスへの認識及び態度、職場の協力体制、地域

とのネットワークが、HIV陽性者支援に関連し

ていることなどが示唆された。

　また、HIV感染症は長期慢性疾患としてHIV

診療に関する支援のみならず、セクシュアルヘ

ルスへの支援、精神保健の課題への支援や高齢

化に伴う支援など生活全般に関するQOLへの

支援の重要性が高まっている。さらに、近年は

HIV陽性者の支援にあたって、薬物使用に関す

る課題が浮上してきている。従来HIV陽性者へ

の支援は医療機関やNGOが中心的に担ってき

たが、陽性者数の増加や課題の多様化をうけ、

保健行政機関に対してHIV陽性者支援の充実が

期待されている。とりわけHIV陽性者の精神

保健上の課題や薬物使用に関する課題は、HIV

診療を担ってきた医療機関のみでは解決が難し

く、多様な機関の連携が求められる（今村,2012, 

和田,2011, 丸山,2012)。

　一方で、地域保健行政機関は近年、組織の体

制が健康課題ごとに担当部署を置く業務分担制

をとる機関が多い。そのためHIV陽性者がHIV

以外の健康課題を抱える場合の相談窓口は、行

政機関によってさまざまである。以上のような

動向の中、検査・相談、治療、支援の包括的推

進は、国内のエイズ対策においても喫緊の課題

である。とりわけ医療機関やNGOを中心とし

た支援に加え、保健所における支援体制の充実

は、普遍的アクセスを保障するための条件整備

に資すると考えられる。

２．研究目的

　本研究の目的は以下の2点である。①精神保

健の課題（薬物使用を含む）をもつHIV陽性者

への保健行政機関の支援実態及び支援課題を明

らかにする。②HIV陽性者への支援にあたって

の保健行政機関の地域連携に関する実態と課題

を明らかにする。

　これらから、HIV陽性者支援の地域での連携

した支援体制の整備のための方策を考察する。

Ｂ 研究方法
１．調査対象者

①全国の保健所（531 ヵ所）及び政令指定都

市の保健センター（218 ヵ所）の合計749

機関のエイズ対等者各1名、合計749名を対

象とした。（調査A）

②全国の保健所（531 ヵ所）及び政令指定都

市の保健センター（218 ヵ所）の合計749

機関の精神保健相談担当者の各1名、合計

749名を対象とした。（調査B）

２．データ収集方法

　郵送調査法による自記式質問紙調査を実施し

た。

３．調査期間

　平成24年12月～平成25年2月

４．調査項目

（1）調査票A

　HIV検査に関する組織体制、HIV検査の実施

内容（HIV検査実施数、HIV検査での陽性者数、

HIV検査時の相談内容と担当職種、検査後ミー

ティングの実施状況）、HIV陽性者支援に関す

る組織体制（相談担当部署）、精神保健相談事

業の実施状況、HIV陽性者支援への対応の自己
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効力感、精神保健課題をもつHIV陽性者への

対応の自己効力感、薬物使用の課題をもつHIV

陽性者への対応の自己効力感、HIV陽性者支援

の経験、HIV/AIDSに関する知識への認識、セ

クシュアルヘルスに関する相談への認識、精神

保健相談の経験、HIVとあわせて薬物使用の課

題をもつ相談者への支援経験、HIVとあわせて

精神保健の課題をもつ相談者への支援経験、薬

物使用者への対応の困難感、薬物使用者へのス

ティグマ、職場の協力体制、地域の関係機関と

の連携状況等

（2）調査票B

　HIV陽性者支援への対応の自己効力感、精神

保健課題をもつHIV陽性者への対応の自己効力

感、薬物使用の課題をもつHIV陽性者への対応

の自己効力感、HIV陽性者支援の経験、HIV/

AIDSに関する知識への認識、セクシュアルヘ

ルスに関する相談への認識、AIDS対策担当経

験、HIVとあわせて薬物使用の課題をもつ相談

者への支援経験、HIVとあわせて精神保健の課

題をもつ相談者への支援経験、薬物使用者への

対応の困難感、薬物使用者へのスティグマ、職

場の協力体制、地域の関係機関との連携状況等

　薬物使用者へのスティグマは、Link のス

ティグマスケールを薬物使用者向けに改編した

Luoma（2010）の質問項目を用いた。日本語

訳については、下津（2006,2010）による日

本語版Linkのスティグマスケールに準じた。

　なお、本調査では、「薬物使用/依存」はい

ずれも、違法、脱法を問わないものとした。

５．倫理的配慮

　調査内容に個人を特定情報は含まれず、調査

者は調査対象者の所属機関を含め匿名化された

情報のみを扱った。また、調査票及び調査に関

する記録や資料は、研究結果が再現できるよう

にデータファイルに保管し、ファイルおよびそ

の他の記録・資料は、調査者およびその許可を

得た者のみが利用できるよう、鍵のかかる場所

に保管し、調査者が厳重に管理した。さらに、

杏林大学倫理委員会にて承認を得た。（承認番

号24-38）
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Ｃ 結果
■ 調査A結果 ■

　調査Aの精神保健の課題への支援に関する項

目についての結果を以下に報告する。統計処理

には、SPSS v13を用いた。なお、有意水準は、

α＝0.05とした。また、結果の構成比は少数

第2位を四捨五入しているため、合計が100%

にならない場合がある。

１．回収状況

　回収部数は452部（回収率60.3%）であった。

そのうち、エイズ・感染症の担当部署があるも

のの回答者は精神保健福祉のみを担当している

と回答のあった2件と半数以上の質問項目で回

答がなかった1件は分析対象から除き、449部

を分析対象とした。

２．回答者の基本属性

　回答者の所属機関は、都道府県保健所295

件（65.3%）、政令市・特別区の保健所及び保

健センター（以下政令市・特別区）で157件

（34.7%）であった。

　回答者の性別は、女性が 416 名（92.7%）

男性32名（7.1%）、無回答1名（0.2%）であっ

た。（表1.1）

　年代は、40歳代で147名（32.7%）と最も

多く、ついで20歳代102名（22.7%）、50歳

代で97名（21.6%）、30歳代91名（20.3%）、

60歳代で10名（2.2%）、無回答2名（0.4%）

であった。

　職種は、保健師380名（85.0%）、臨床検査

技師15名（3.4%）、看護師15名（3.4%）、薬

剤師8名（1.8%）であった。その他の職種は

歯科医師、獣医師、医師などであった。（表1.2）

　経験年数は、0年から40年で、平均13.6年（SD

±11.1）であった。

　また、所在地は表1.3のとおり、全国の全ブ

ロックから回答があった。

項目 男性 女性 無回答 合計

都道府県
保健所

22 271 0 293
7.5% 92.5% 0.0% 100%

政令市・
特別区保健所・
保健センター

10 145 1 156
6.4% 92.9% 0.6% 100%

全体
32 416 1 449
7.1% 92.7% 0.2% 100%

項目 保健師 臨床検査
技師 薬剤師 看護師 医師 事務職 その他 合計

都道府県
保健所

255 13 7 4 5 2 6 292
87.3% 4.5% 2.4% 1.4% 1.7% 0.7% 2.1% 100%

政令市・
特別区

125 2 1 11 9 4 2 155
80.6% 1.3% 0.6% 7.1% 5.8% 2.6% 1.3% 100%

全体
380 15 8 15 14 6 8 447
85.0% 3.4% 1.8% 3.4% 3.1% 1.3% 1.8% 100%

表 1.1　回答者の機関種別 性別

表 1.2　回答者の機関種別 職種

項目 北海道・東北
関東・甲信越
(東京都以外 ) 東京都 東海 北陸 近畿 中国・四国 九州・沖縄 合計

都道府県
保健所

58 60 9 27 13 42 38 46 293
19.8% 20.5% 3.1% 9.2% 4.4% 14.3% 13.0% 15.7% 100%

政令市・
特別区

14 29 36 14 2 32 16 13 156
9.0% 18.6% 23.1% 9.0% 1.3% 20.5% 10.3% 8.3% 100%

合計
72 89 45 41 15 74 54 59 449

16.0% 19.8% 10.0% 9.1% 3.3% 16.5% 12.0% 13.1% 100%

表 1.3　回答者の機関種別 所在地
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３．回答機関の概要

（1）相談に関する組織体制

　全体の組織体制は、相談内容を問わず地区の

担当者が相談対応をする地区担当制で24.4%、

業務分担制で73.1%、両者の併用体制で2.5%

であった。機関種別では、都道府県保健所で業

務分担制83.7%を占めており、政令市・特別

区の53.2%と比べ有意に多かった。（図1.1）

（2）HIV陽性者支援のための対策

①取り組み状況

　HIV陽性者支援のための対策への取り組み状

況では、全体で「取り組んでいない」で8割を

占めていた。機関種別にみると、「取り組んで

いる」は政令市・特別区で20.1%、都道府県

保健所で13.9%であり、有意な差がみられた。

（図1.2）

②取り組み内容

　取り組み内容では、研修会が最も多く、取り

組み機関のうち約6割を占め、ついで連絡会で

3割であった。（図1.3）

図 1.1　組織体制

図 1.2　HIV 陽性者支援のための対策

図 1.3　HIV 陽性者支援のための取り組み内容
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４．HIV陽性者への支援体制

（1）HIV陽性者への相談支援担当の体制

　HIV陽性に加えて精神保健の課題をもつ事例

A、HIV陽性に加えて薬物使用の課題をもつ事

例B、HIV陽性に加えて母子保健の課題をもつ

事例Cを提示し、それぞれの相談担当の体制

を尋ねた。

　事例Aでは、全体では「他の係（担当）と一

緒に担当」で約7割を占め、ついで「自分の係（担

当）で対応」で約2割であった。他の係（担当）

の内訳は、精神保健福祉担当が最も多く、つい

で地区担当者であった。

　都道府県保健所と政令市・特別区で有意な差

がみられた。都道府県保健所は「自分の係（担当）

で対応」21.0%、「他の係（担当）と一緒に担当」

72.1%の両者をあわせて93.1%であり、政令

市・特別区より高かった。（図1.4）

　事例Bも、全体では「他の係（担当）と一緒

に担当」で71.9%を占め、ついで「自分の係（担

当）で対応」で14.6%であった。他の係（担当）

の内訳は、9割が精神保健福祉担当であった。

また、都道府県保健所と政令市・特別区では有

意な差がみられ、都道府県保健所は「自分の係

（担当）で対応」14.9%、「他の係（担当）と一

緒に担当」74.8%の両者をあわせて、他係の

紹介等をせず、自分の係（担当）がかかわる対

図1.4　HIV陽性者相談体制（事例A 精神保健）

【事例A 精神保健】
Aさん（男性、27歳）はHIV陽性のためエイズ治療拠点病院に通院している。抗HIV薬はまだ開始していない。
HIV陽性告知前からリストカットを繰り返し、精神科の通院歴もあるが、現在は中断している。拠点病院の専
任看護師から、そろそろ抗HIV薬の服薬開始を検討しているが、精神的に不安定であり、開始ができない。精
神科の治療の導入と今後のHIVの服薬管理を含めて、地域で支援をしてほしいと連絡がはいった。

図1.5　HIV陽性者相談体制（事例B 薬物）

【事例B 薬物使用】
Bさん（男性、44歳）は、薬物使用のため、精神科を受診した。外来時の検査で、HIV陽性がわかり精神科の
主治医から、保健所（保健センター）でのHIVに関する相談を勧められたと、来所した。薬物依存の治療は、
今回が初めてであり、自助組織についてもよくわからないと話している。
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応で89.7%であり、政令市・特別区より高かっ

た。（図1.5）

　事例Cでは、全体では「他の係（担当）と

一緒に担当」で69.1%を占め、ついで「自分

の係（担当）で対応」で12.5%であった。他

の係（担当）の内訳は、母子保健担当が多く、

ついで地区担当であった。

　都道府県保健所と政令市・特別区では有意な

差がみられ、政令市・特別区では「自分の係（担

当）で対応」で15.9%であり、都道府県保健

所で10.6%より高かった。（図1.6）

　さらに、職場内でエイズ担当者と精神保健担

当者が連携出来ると思うかという問いに対し

図1.6　HIV陽性者相談体制（事例C 母子）

図1.7　エイズ担当と精神保健担当で連携ができると思うか

【事例C 母子保健】
Cさん（女性、23歳）は、HIV陽性でエイズ治療拠点病院に通院している。セイファーセックスについて病院
でも説明をしていたが、恋人との間で予定していない妊娠となった。Cさんは出産を希望している。今後の妊娠、
出産、子育てについて地域で支援をしてほしいと、エイズ拠点病院から連絡がはいった。

て、全体では約8割が「とてもそう思う」「ま

あそう思う」と答えているが、都道府県保健所

と政令市・特別区を比較すると、有意に都道府

県保健所で「とてもそう思う」「まあそう思う」

の回答が多かった。（図1.7）
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５．HIV陽性者及び精神保健相談への支援経験

（1）精神保健相談経験

　回答者の精神保健相談の経験では、都道府県

保健所で61.1%（176件）、政令市・特別区で

45.8%（71件）、全体で56%が経験ありであっ

た。また、都道府県保健所では、政令市・特別

区に比して有意に高かった。（図1.8）

（3）HIV陽性告知相談経験

　HIV陽性告知相談の経験では、都道府県保

健所で、21.4%（62件）、政令市・特別区で

35.1%（54件）、全体で26.1%が経験ありであっ

た（図1.10）。相談経験あり116件のうち、事

例数の回答のあった114件の告知相談経験事

例数は、1 ～ 2例で84.2%、3 ～ 9例で15.8%

であった（表1.5）。
図 1.8　精神保健相談経験

図 1.10　告知相談経験

図 1.11　HIV支援相談経験

図 1.9　薬物相談経験

（2）薬物相談経験

　薬物相談では、都道府県保健所で34.3%（99

件）、政令市・特別区で36.6%（56件）、全体

で35.1%が経験ありであった。都道府県保健

所と政令市・特別区の間では有意な差は見られ

なかった（図1.9）。

　相談経験あり 155 件のうち、事例数の回

答のあった149件の相談事例数は、1 ～ 2で

47.7%、3 ～ 9例で39.6%であった。（表1.4）

項目 1～2例 3～9例 10例以上 合計

都道府県
保健所

50 37 7 94
53.2% 39.4% 7.4% 100%

政令市・
特別区

21 22 12 55
38.2% 40.0% 21.8% 100%

全体
71 59 19 149

47.7% 39.6% 12.8% 100%

項目 1～2例 3～9例 合計

都道府県
保健所

58 3 61
95.1% 4.9% 100%

政令市・
特別区

38 15 53
71.7% 28.3% 100%

全体
96 18 114

84.2% 15.8% 100%

表 1.4　薬物相談経験事例数

表 1.5　告知相談経験事例数

（4）HIV陽性者支援経験

　HIV陽性者支援の経験では、都道府県保健所

で、15.1%（44件）、政令市・特別区で23.7%（37

件）、全体で18.1%が経験ありであった（図

1.11）。相談経験あり81件のうち事例数に回

答があった64件の相談経験事例数は、1 ～ 2

例で92.7%、3 ～ 9例で7.3%であった（表1.6）。
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（5）HIV陽性とあわせて精神保健相談の課題

をもつ患者への支援経験

　都道府県保健所では、HIV陽性者支援の経験

あり群44件のうち、約3割（12件）でHIV陽

性とあわせて薬物使用/依存以外の精神保健相

談の課題への支援経験「あり」と回答していた。

経験事例数に回答のあった11件の支援経験事

例数は、1 ～ 2 例で 9 件（81.8%）、3 ～ 9 例

と10例以上でそれぞれ、1件（9.1%）であった。

（図1.12、表1.7）

　政令市・特別区では、HIV陽性者支援の経験

あり群37件の約4割（14件）で支援経験「あり」

と回答していた。経験事例数に回答のあった

12件の経験事例数は、1～2例で10件（83.3%）、

3 ～ 9例と10例以上でそれぞれ、1件（8.3%）

であった。

（6）HIV陽性とあわせて薬物使用/依存の課題

をもつ患者への支援経験

　都道府県保健所では、HIV陽性者支援の経

験あり群の44件のうち無回答1件を除くと

10.0%（3件）で、HIV陽性とあわせて薬物使

用/依存の課題への支援経験「あり」と回答し

ていた。「あり」の回答者3件の支援経験事例

数は、いずれも1 ～ 2例であった。（図1.13）

　政令市・特別区ではHIV陽性者支援の経験あ

り群37件の13.5%（5件）でHIV陽性とあわ

せて薬物使用/依存の課題への支援経験「あり」

と回答していた。経験事例数は、いずれも1 ～

2例であった。（表1.8）

図 1.12　HIV＋精神保健課題への支援経験

図 1.13　HIV＋薬物課題への支援経験

表 1.7　HIV＋精神保健支援経験事例数

表 1.8　HIV＋薬物支援経験事例数

項目 1～2例 3～9例 10例以上 合計

都道府県
保健所

9 1 1 11
81.8% 9.1% 9.1% 100%

政令市・
特別区

10 1 1 12
83.3% 8.3% 8.3% 100%

全体
19 2 2 23

82.6% 8.7% 8.7% 100%

項目 1～2例 3～9例 合計

都道府県
保健所

38 3 41
92.7% 7.3% 100%

政令市・
特別区

21 1 22
95.5% 4.5% 100%

全体
59 4 63

93.7% 6.3% 100%

項目 1～2例 合計

都道府県
保健所

3 3
100% 100%

政令市・
特別区

5 5
100% 100%

全体
8 8

100% 100%

表 1.6　HIV支援経験事例数



16 （１）HIV及び精神保健の専門機関における支援と連携に関する研究

６． HIV陽性者への支援に関する自己効力感

（1）HIV陽性者への支援対応

　HIV陽性者への支援対応に関する自己効力感

では、全体では「十分対応できる」で1.4%と

少ないが、「まあ対応できる」で28.7%、「少

しは対応できる」で 56.2% みられた。これ

らで 86.3% であった。所属機関別で Mann-

Whitney U検定を行ったところ、有意な差は

みられなかった。（図1.14）

（3）HIVとあわせて薬物使用/依存に関する課

題をもつ患者への対応

　HIVとあわせてとあわせて薬物使用/依存に

関する課題をもつ事例への支援対応に関する自

己効力感では、全体では「十分対応できる」で

0.2%、「まあ対応できる」で8.8%、「少しは対

応できる」で47.3%みられ、これらで56.3%

であった。所属機関別でMann-Whitney U検

定を行ったところ、有意な差はみられなかった。

（図1.16）
図 1.14　HIV陽性者支援への自己効力感

図 1.15　HIV＋精神保健相談への自己効力感

図 1.16　HIV＋薬物相談への自己効力感

図 1.17　薬物使用使用 / 依存の相談に
　　　　　困難さがあると思うか

（2）HIVとあわせて精神保健に関する課題を

もつ患者への対応

　HIVとあわせて薬物以外の精神保健に関する

課題をもつ事例への支援対応に関する自己効力

感では、全体では「十分対応できる」で0.2%

と少ないが、「まあ対応できる」で 22.2%、

「少しは対応できる」で49.9%みられ、これ

らで 72.3% であった。所属機関別で Mann-

Whitney U検定を行ったところ、有意な差は

みられなかった。（図1.15）

（4）薬物使用/依存に関する相談の困難さ

　薬物使用/依存に関する相談に対して困難さ

があると思うかという問いについて、4段階で

尋ねた。「とても思う」で53.0%、「少しそう

思う」で42.4%と、両者をあわせると95.4%

の回答者が何らかの困難さがあると思ってい

た。「全くそう思わない」は、回答がなかった。

（図1.17）
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　次に、困難さの内容を尋ねたところ、担当者

の認識に関する「薬物依存の治療や支援に関す

る自分自身の知識不足」で90.7%と最も多く、

次いで患者とのかかわりに関する項目である

「薬物使用/依存の問題にどこまでかかわって

いいのかの迷い」で70.5%を占めていた。さ

らに「薬物を使用している患者の言動や態度が、

病気なのか人格なのかわからない」51.4%で

あった。また、組織体制に関する項目である「薬

物使用を知った場合に通報すべきかどうかわか

らない」で40.8%であった。（図1.18）

41.3%、「まあそう思う」37.6%であった。「関

係機関のHIV陽性者支援の経験が十分でない」、

「管内地域でHIV陽性者の診療を行う精神科医

療機関が十分にない」、「管内地域でHIV陽性者

の診療を行う一般医療機関が十分にない」で、

「とてもそう思う」と「まあそう思う」をたし

て約6割を占めていた。（図1.20）

図 1.18　薬物相談の困難さの要因

図 1.20　HIV陽性者の支援に関する
　　　　　連携上の課題と考える事項

図 1.19　HIV陽性者の利用できる機関の情報把握

７．地域の機関の情報把握と連携上の課題

　HIV陽性者の精神保健に関する相談で利用で

きる地域の機関の情報把握は、NGOや一般医

療機関に関しては、7割を超していた。一方で、

人権/法律相談機関は40.3%、通院精神科医療

機関、就労相談機関で32.7%、入院精神科医

療機関で30.7%、薬物相談機関26.4%であり、

介護・福祉事業所で20.2%であり、訪問看護

ステーション、高齢者入所施設など在宅ケアや

介護にかかわる機関に関しては、2割に満たな

い状況であった。（図1.19）

　連携上の課題では、「自分達の支援経験が十

分ではない」で「とてもそう思う」56.9%と

半数を超し、「まあそう思う」29.5%であった。

次いで「HIV陽性者支援に関係する機関との

顔の見える関係がない」で「とてもそう思う」
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８．エイズ対策における所属機関の役割

　エイズ対策における所属機関の役割を尋ね

たところ、「性感染症やHIV予防に関する普

及啓発」で96.5%、「検査・相談体制の充実」

80.0% ついで「HIV 検査の受検者数の増加」

69.8%と、啓発およびHIV検査についての対

策が高かった。「地域のHIV陽性者に対する偏

見の是正」56.5%、「所内HIV陽性者の支援体

制の充実」54.1%、「地域でのHIV陽性者をめ

ぐるネットワークづくり」44.2%であった。

一方で、「関係機関のHIV陽性者に関する人材

育成」27.4%、「関係機関へのHIV陽性者支援

に関する教育支援」26.3%と、地域の関係機

関を含めた準備性の向上に関する項目は、2割

から3割と低かった。（図1.21）

９．研修希望

精神保健の課題をもつHIV陽性者や周囲の人

からの相談に対応するために役立つと思う研修

については、全体では「HIV陽性者の経験談」

が85.0%と最も多かった。次いで「HIVに関

する医学的講義」79.4%、「薬物の医学的講義」

78.5%、「精神保健課題をもつ陽性者支援に関

するカンファレンス」74.5%、「精神保健領域

の支援者の経験談」70.6%、「地域の精神保健

福祉に関する社会資源の種類と機能」70.1%

と、これらの項目はいずれも7割以上と高かっ

た。（図1.22）

図 1.21　エイズ対策における役割と考えること

図 1.22　希望する研修
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■ 調査B結果 ■

　調査Bの精神保健の課題への支援に関する項

目についての結果を以下に報告する。統計処理

には、SPSS v13を用いた。なお、有意水準は、

α＝0.05とした。また、結果の構成比は少数

第2位を四捨五入しているため、合計が100%

にならない場合がある。

１．回収状況

　回収部数は412部（回収率54.7%）であった。

そのうち、回答者の所属部署と担当業務の回答

で、果精神保健福祉センター、障害福祉部署、

および担当業務に精神保健が含まれていない回

答を除外し分析対象回答は386件とした。

２．回答者の基本属性

　回答者の性別は、女性が 336 名（89.8%）

男性38名（10.2%）であった。（表1.9）

　年代は、40歳代が139名（36.7%）と最も

多く、ついで50歳代で122名（32.1%）、30

歳代で73名（19.2%）、20歳代で37名（9.7%）、

60歳代で5名（1.3%）、無回答4名（1.1%）であっ

た。経験年数では0年から40年で、平均18.1

年（SD±10.1）であった。

　職種は、保健師314名（82.0%）、精神保健

福祉士39名（10.2%）、看護師1名（0.3%）、

事務職2名（0.5%）であった。(表1.10)

　また、所在地は表1.11のとおり、全国の全

ブロックから回答があった。

項目 男性 女性 無回答 合計

都道府県
保健所

24 240 3 267
9.0% 89.9% 1.1% 100%

政令市・
特別区保健所・
保健センター

14 104 1 119
11.8% 87.4 0.8% 100%

全体
38 344 4 386
9.8% 89.1% 1.0% 100%

項目 保健師 精神保健
福祉士 看護師 事務職 その他 無回答 合計

都道府県
保健所

221 22 1 1 17 3 259
83.4% 8.3% 0.4% 0.4% 6.4% 1.1% 100%

政令市・
特別区

93 17 0 1 6 1 112
78.8% 14.4% 0.0% 0.8% 5.1% 0.8% 100%

全体
314 39 1 2 23 4 371
82.0% 10.2% 0.3% 0.5% 6.0% 1.0% 100%

表 1.9　回答者の機関種別 性別

表 1.10　回答者の機関種別 職種

項目 北海道・東北
関東・甲信越
(東京都以外 ) 東京都 東海 北陸 近畿 中国・四国 九州・沖縄 合計

都道府県
保健所

56 56 7 23 12 32 34 47 267
21.0% 21.0% 2.6% 8.6% 4.5% 12.0% 12.7% 17.6% 100%

政令市・
特別区

11 25 32 7 1 18 15 10 119
9.2%% 21.0% 26.9% 5.9% 0.8% 15.1% 12.6% 8.4% 100%

合計
67 81 39 30 13 50 49 57 386

17.4% 21.0% 10.1% 7.8% 3.4% 13.0% 12.7% 14.8% 100%

表 1.11　回答者の機関種別 所在地



20 （１）HIV及び精神保健の専門機関における支援と連携に関する研究

３．回答機関の概要

（1）相談に関する組織体制

　全体の組織体制は、相談内容を問わず地区

担当者が相談対応をする地区担当制で28.2%、

業務分担制69.1%で、両者の併用体制で2.7%

であった。機関種別では、都道府県保健所では、

業務分担制80.9%を占めており、政令市・特

別区の42.1%と比べ有意に多かった。（図1.23）

（2）精神保健相談事業の実施状況

①事業の実施状況

　精神保健事業の実施状況を全体でみると、専

門医相談は95.1%の機関で実施されていた。

次いで関係機関連絡会議8割、所内事例検討会

図 1.24　精神保健相談事業

図 1.23　組織体制

6割、家族向け教育プログラム4割、当事者の

グループワーク・グループミーティング3割、

当事者向け教育プログラム1割であった。所内

事例検討会以下の事業については政令市・特別

区の方が多く実施していた（図1.24）。その他

の事業はひきこもり相談、自殺対策、所外での

事例検討会、臨床心理師による相談等であった。

②アディクションに関する相談事業の内訳

　アルコールや薬物等のアディクションに関し

て実施している事業で多いものは、専門医に

よるアルコール相談46.9%、薬物相談36.5%

であった。ついでアルコールの所内事例検討

会28.1%、薬物相談の所内事例検討会18.0%、

アルコールの関係機関連絡会13.8%、アルコー

ルの当事者グループワーク・グループミーティ

ング11.2%、アルコールの家族教育プログラ

ムで10.4%であった。その他の当事者教育プ

ログラムは実施機関が少なかった。（表1.12 ～

表1.17）
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項目 精神一般 アルコール 薬物 思春期 その他 回答者数

都道府県
保健所

245 127 100 117 45
266

92.1% 47.7% 37.6% 44.0% 16.9%

政令市・
特別区

111 53 40 49 15
118

94.1% 44.9% 33.9% 41.5% 12.7%

全体
356 180 140 166 60

384
92.7% 46.9% 36.5% 43.2% 15.6%

表 1.12　専門医相談内訳

項目 精神一般 アルコール 薬物 思春期 その他 回答者数

都道府県
保健所

192 37 14 32 53
266

72.2% 13.9% 5.3% 12.0% 19.9%

政令市・
特別区

79 16 4 7 13
118

66.9% 13.6% 3.4% 5.9% 11.0%

全体
271 53 18 39 66

384
70.6% 13.8% 4.7% 10.2% 17.2%

表 1.13　関係機関連絡会

項目 精神一般 アルコール 薬物 思春期 その他 回答者数

都道府県
保健所

149 68 42 48 20
266

56.0% 25.6% 15.8% 18.0% 7.5%

政令市・
特別区

84 40 27 30 8
118

71.2% 33.9% 22.9% 25.4% 6.8%

全体
233 108 69 78 28

384
60.7% 28.1% 18.0% 20.3% 7.3%

表 1.14　所内事例検討会

項目 精神一般 アルコール 薬物 思春期 その他 回答者数

都道府県
保健所

61 19 1 6 43
266

22.9% 7.1% 0.4% 2.3% 16.2%

政令市・
特別区

57 21 7 8 13
118

48.3% 17.8% 5.9% 6.8% 11.0%

全体
118 40 8 14 56

384
30.7% 10.4% 2.1% 3.6% 14.6%

表 1.15　家族教育プログラム

項目 精神一般 アルコール 薬物 思春期 その他 回答者数

都道府県
保健所

32 25 1 4 10
266

12.0% 9.4% 0.4% 1.5% 3.8%

政令市・
特別区

45 18 2 4 9
118

38.1% 15.3% 1.7% 3.4% 7.6%

全体
77 43 3 8 19

384
20.1% 11.2% 0.8% 2.1% 4.9%

表 1.16　当事者グループワーク・グループミーティング

項目 精神一般 アルコール 思春期 その他 回答者数

都道府県
保健所

17 4 2 4
266

6.4% 1.5% 0.8% 1.5%

政令市・
特別区

20 8 1 2
118

16.9% 6.8% 0.8% 1.7%

全体
37 12 3 6

384
9.6% 3.1% 0.8% 1.6%

表 1.17　当事者教育プログラム
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４．HIV陽性者への支援体制

（1）HIV陽性者への相談支援担当の体制

　HIV陽性に加えて精神保健の課題をもつ事例

A、HIV陽性に加えて薬物使用の課題をもつ事

例Bを提示し、それぞれの相談担当の体制を尋

ねた。

　事例Aでは、全体では「他の係（担当）と一

緒に担当」で69.8%を占め、ついで「自分の

係（担当）で対応」で23.3%であった。他の係（担

当）の内訳は、感染症担当が最も多く、ついで

地区担当者であった。

　都道府県保健所と政令市・特別区では有意な

差がみられ、都道府県保健所は「他の係（担当）

図1.25　HIV陽性者相談体制（事例A 精神）

【事例A 精神保健】
Aさん（男性、27歳）はHIV陽性のためエイズ治療拠点病院に通院している。抗HIV薬はまだ開始していない。
HIV陽性告知前からリストカットを繰り返し、精神科の通院歴もあるが、現在は中断している。拠点病院の専
任看護師から、そろそろ抗HIV薬の服薬開始を検討しているが、精神的に不安定であり、開始ができない。精
神科の治療の導入と今後のHIVの服薬管理を含めて、地域で支援をしてほしいと連絡がはいった。

図1.26　HIV陽性者相談体制（事例B 薬物）

【事例B 薬物使用】
Bさん（男性、44歳）は、薬物使用のため、精神科を受診した。外来時の検査で、HIV陽性がわかり精神科の
主治医から、保健所（保健センター）でのHIVに関する相談を勧められたと、来所した。薬物依存の治療は、
今回が初めてであり、自助組織についてもよくわからないと話している。

図1.27　エイズ担当と精神保健担当で連携ができると思うか
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と一緒に担当」で71.8%と、政令市・特別区

より高かった。（図1.25）

　事例Bも、全体では「他の係（担当）と一緒

に担当」で約66.0%を占め、ついで「自分の

係（担当）で対応」で21.6%であった。他の係（担

当）の内訳は、感染症担当や地区担当であった。

　また、都道府県保健所と政令市・特別区で

は有意な差がみられ、都道府県保健所は「自

分の係（担当）で対応」23.2%、「他の係（担

当）と一緒に担当」68.1%の両者をあわせて

91.3%であり、政令市・特別区より高かった。

（図1.26）

　さらに、職場内でエイズ担当者と精神保健担

当者が連携出来ると思うかという問いに対し

て、全体では約8割が「とてもそう思う」「ま

あそう思う」と答えているが、都道府県保健所

と政令市・特別区を比較すると、有意に都道府

県保健所で「とてもそう思う」「まあそう思う」

の回答が多かった。（図1.27）

５．HIV陽性者及び精神保健相談への支援経験

（1）エイズ担当経験

　エイズ担当の経験ありは、都道府県保健所で

53.2%（141件）で、政令市・特別区29.9%（35

件）に比し、有意に高かった。（図1.28）

知相談経験事例数は、1 ～ 2例で84.5%、3 ～

9例で15.5%であった。（表1.18）

図 1.28　エイズ担当経験

図 1.29　告知相談経験

図 1.30　HIV支援相談件数

項目 1～2例 3～9例 合計

都道府県
保健所

26 2 28
92.9% 7.1% 100%

政令市・
特別区

20 5 25
76.7% 23.3% 100%

全体
44 7 51

84.5% 15.5% 100%

項目 1～2例 3～9例 合計

都道府県
保健所

19 0 19
100.0% 0.0% 100%

政令市・
特別区

18 7 25
72.0% 28.0% 100%

全体
37 7 44

84.1% 15.9% 100%

表 1.18　告知相談経験事例数

表 1.19　HIV支援経験事例数（2）HIV陽性告知相談経験

　HIV陽性告知相談の経験では、都道府県保

健所で、10.5%（28件）、政令市・特別区で

26.3%（31件）、全体で15.4%が経験ありであっ

た（図1.29）。相談経験ありと回答した58件

のうち、経験事例数の回答があった52件の告

（3）HIV陽性者支援経験

　HIV陽性者支援の経験では、都道府県保健所

で、7.1%（19件）、政令市・特別区で21.8%（26

件）、全体で11.7%（45件）で経験ありであっ

た（図1.30）。相談経験あり45件のうち、経

験事例数の回答のあった44件の支援経験事例

数 は、1 ～ 2 例 で 84.1%、3 ～ 9 例 で 15.9%

であった。（表1.19）
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　HIV陽性者の支援を経験した時の担当につ

いて尋ねたところ、全体では地区担当38.6%、

エ イ ズ 感 染 症 担 当 31.8%、 精 神 保 健 担 当

25.0%であった。機関種別にみると、政令市・

特別区では地区担当での経験が、都道府県保健

所では、エイズ感染症担当での経験が多かった。

（図1.31）

（5）HIV陽性とあわせて精神保健相談の課題

をもつ患者への支援経験

　HIV陽性者支援の経験あり群のうち、都道府

県保健所では、52.6%（10件）でHIV陽性と

あわせて薬物使用/依存以外の精神保健相談の

課題への支援経験「あり」と回答していた。「あ

り」の回答者23件の支援経験事例数は、1 ～

2例で9件（95.7%）であった。（図1.33）

　政令市・特別区ではHIV陽性者支援の経験あ

り群の50.0%（13件）でHIV陽性とあわせて

薬物使用/依存以外の精神保健相談の課題への

支援経験「あり」と回答しており、経験事例数

は、いずれも1 ～ 2例であった。（表1.21）

図1.31　HIV陽性者支援時の担当

（4）薬物相談への支援経験

　薬物相談では、都道府県保健所で71.8%（191

件）、政令市・特別区で83.1%（98件）、全体

で75.3%が経験ありであった。相談経験あり

の回答者の相談件数は、1 ～ 2例で37.3%、3

～ 9例で40.1%、10例以上で22.5%であった。

（図1.32、表1.20）

図 1.32　薬物相談経験

図 1.33　HIV＋精神保健課題への支援経験

表 1.21　HIV＋精神保健支援経験事例数

表 1.20　薬物相談経験事例数

項目 1～2例 3～9例 10例以上 合計

都道府県
保健所

78 69 42 189
41.3% 36.4% 22.3% 100%

政令市・
特別区

28 45 22 95
29.5% 47.4% 22.2% 100%

全体
106 114 64 284
37.3% 40.1% 22.5% 100%

項目 1～2例 3～9例 合計

都道府県
保健所

9 1 10
90.0% 10.0% 100%

政令市・
特別区

13 0 13
100.0% 0.0% 100%

全体
22 1 23

95.7% 4.3% 100%

（6）HIV陽性とあわせて薬物使用/依存の課題

をもる患者への支援経験

　HIV陽性者支援の経験あり群のうち、都道府

県保健所では、15.8%（3件）でHIV陽性とあ

わせて薬物使用/依存の課題への支援経験「あ

り」と回答していた。「あり」の回答者の支援

経験事例数は、いずれも1 ～ 2例であった。（図

1.34）
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６．HIVとあわせて精神保健に関する課題をも

つ患者への対応についての自己効力感

（1）HIVとあわせて精神保健に関する課題を

もつ事例への対応について

　HIVとあわせて薬物以外の精神保健に関する

課題をもつ事例への支援対応に関する自己効力

感では、全体では「十分対応できる」で2.9%

と少ないが、「まあ対応できる」で 42.4%、

「少しは対応できる」で45.3%みられ、これ

らで 90.8% であった。所属機関別で Mann-

Whitney U検定を行ったところ、有意な差は

みられなかった。（図1.35）

（2）HIVとあわせて薬物使用/依存に関する課

題をもつ事例への対応について

　HIVとあわせてとあわせて薬物使用/依存

に関する課題をもつ事例への支援対応に関す

る自己効力感では、全体では「十分対応でき

る」で1.1%、「まあ対応できる」で14.7%、

「少しは対応できる」で57.1%みられ、これ

らで 71.8% であった。所属機関別で Mann-

Whitney U検定を行ったところ、有意な差は

みられなかった。（図1.36）

図 1.34　HIV＋薬物課題への支援経験

図 1.35　HIV＋精神保健相談への自己効力感

図 1.36　HIV＋薬物相談への自己効力感

表 1.22　HIV＋薬物支援経験事例数

項目 1～2例 合計

都道府県
保健所

3 3
100% 100%

政令市・
特別区

5 5
100% 100%

全体
8 8

100% 100%

　政令市・特別区ではHIV陽性者支援の経験有

り群の19.2%（5件）で支援経験「あり」と回

答していた。経験事例数は、いずれも1 ～ 2例

であった。（表1.22）
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（3）薬物使用/依存に関する相談の困難さの認

識

　薬物使用/依存に関する相談に対して困難さ

があると思うかという問いに対して、4段階で

尋ねた。「とても思う」43.6%、「少しそう思

う」42.2%を合わせると、85.8%の回答者が

何らかの困難さがあると思っているという結果

であった。（図1.37）

　次に、困難さの内容を尋ねたところ、回答

者の認識に関する「薬物治療の知識不足」で

76.3%と最も多く、次いで患者とのかかわり

の関する項目である「病気なのか人格なのかわ

からない部分がある」53.8%、「薬物使用/依

存の問題にどこまでかかわっていいのかの迷

い」で48.0%を占めていた。さらに「薬物を

使用している相談者との関係をつくりにくい」

30.7%であった。また、組織体制の関する項

目である「薬物使用を知った場合に通報すべき

かどうかわかならい」で29.5%であった。（図

1.38）

７．地域の関係機関の情報把握と連携上の課題

　HIV陽性者の精神保健に関する相談で利用で

きる地域の機関の情報把握は、全体に低かった。

「一般医療機関」で6割、「NGO・NPO」で5割、

「人権/法律相談機関」で4割であった。（図1.39）

　連携上の課題では、「自分達の支援経験が十

分ではない」で「とてもそう思う」63.5%と

半数を超し、「まあそう思う」28.1%であった。

次いで「HIV陽性者支援に関係する機関との

顔の見える関係がない」で「とてもそう思う」

53.5%、「まあそう思う」31.1%であった。そ

の他の項目でも「とてもそう思う」と「まあそ

う思う」をたして約6割以上を占めていた。（図

1.40）

図 1.37　薬物依存 / 使用の相談に
　　　　　困難さがあると思うか

図 1.39　HIV陽性で
　　　　　精神保健の課題をもつ相談で
　　　　　利用できる機関の情報把握

図 1.38　薬物相談の困難感の要因
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８．研修希望

　精神保健の課題をもつHIV陽性者や周囲の

人からの相談に対応するために役立つと思う研

修については、全体では「精神保健の課題を

もつ陽性者の経験談」で82.5%、「精神保健課

題をもつ陽性者支援に関するカンファレンス」

で 80.9%、「HIV に関する医学的な講義」で

77.9%が高かった。また、「アディクションに

関する医学的講義」、「薬物使用に関する医学的

な講義」、「精神保健領域の支援者の経験談」で

6割を占めていた。（図1.41）

Ｄ 考察
　保健行政機関におけるHIV陽性であって精神

保健課題をあわせもつ人への相談対応状況を、

エイズ担当者と精神保健相談担当者に分けて検

討をした。

１．相談支援の体制と担当者の相談支援経験

　HIV陽性であって精神保健課題をもつ事例へ

の相談支援体制については、エイズ担当者、精

神保健担当者いずれも自分の係（担当）と他の

係（担当）と一緒で9割を占めていた。そのうち、

自分の係（担当）はエイズ担当者で2割に満た

なかったのに比べ、精神保健担当者では2割と

やや多かった。

　エイズ担当者のHIV陽性者への相談支援経験

は約2割であり、2009年調査と大きな変わり

はない。そのうちHIV陽性であって薬物依存/

使用以外の精神保健相談課題をもつ事例への相

談支援経験は約3割、薬物依存/使用の相談は

約1割を占めていた。保健行政機関のエイズ担

当者の経験のうち何らかの精神保健課題をもつ

事例が少なからずみられ、HIV単独ではなく、

他の保健課題をもった相談を保健行政機関のエ

イズ担当は経験していると思われた。

　一方、精神保健相談担当では、HIV陽性者の

相談支援経験は15%であり、そのうちHIV陽

性であって薬物依存/使用以外の精神保健相談

課題をもつ事例への相談支援経験は約7割、薬

物依存/使用の相談は約5割をとエイズ担当者

の経験と比べ多い割合をしめていた。何らかの

精神保健課題をもつ事例については、少なから

ず精神保健担当部署へ持ち込まれることが考え

られた。これは、相談支援体制の回答とも一致

している。

図 1.40　HIV陽性者の支援に関する
　　　　　連携上の課題と考える事項

図 1.41　希望する研修
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２．相談支援への自己効力感

　エイズ担当者では、HIV陽性者支援について

の自己効力感は、「HIV陽性者支援」で尋ねた

場合に比べて、あわせて薬物依存/使用以外の

精神保健相談課題や薬物依存/使用の課題への

相談支援では低くなっていた。

　一方、精神保健相談担当者とエイズ担当者で

は、あわせて薬物依存/使用以外の精神保健相

談課題、薬物依存/使用の課題への相談支援と

もに、精神保健担当者で自己効力感が高かった。

HIV陽性にあわせて何らかの精神保健の課題の

相談支援については、精神保健の課題内容が自

己効力感により影響していると考えられた。

　HIVとあわせて薬物依存/使用の相談につい

ての困難さは、エイズ担当者で5割、精神保健

相談担当者で4割と、大きな差は見られず、い

ずれも薬物依存/使用の相談への困難さを感じ

ていることがうかがえた。

３．地域での相談支援に関する連携と今後の課

題

　HIV 陽性者が利用できる一般医療機関や

NPO・NGOの情報については、エイズ担当

者の約7割で把握していた。しかし、HIV陽性

者が利用できる精神保健関連の関係機関の情報

把握は、精神保健関連のエイズ担当者と精神保

健相談担当者いずれも3割で、必ずしも十分な

把握ができている状況ではなかった。

　連携上の課題は、いずれも自分達の支援経験

不足や関係機関との顔の見える関係のなさが多

くあげられ、保健行政機関の経験事例の少ない

ことで、地域の関係機関と具体的な連携に至っ

ていない状況が推察された。HIV陽性者の精神

保健課題は、HIV診療機関では、課題として認

識されているが、それらの課題が必ずしも地域

課題に結びついていないと考えられた。

４．HIV陽性者の精神保健相談対応への準備性

の向上に向けて

　近年の保健行政機関は、保健課題によって担

当部署が分かれている業務分担制が主である。

そうした業務対制の中、保健行政機関でのHIV

陽性者支援は、HIVにあわせもつ健康課題に応

じて担当部署が対応している。HIV陽性であっ

て精神保健の課題をもつ相談について、精神保

健相談担当者が中心となって、エイズ担当者と

連携する場合が少なくない状況がうかがえた。

　しかしながら、薬物依存/使用に関する支援

に注目すると、精神保健担当部署での薬物相談

への専門的な相談事業は必ずしも、多くの機関

が取り組んでいる実情ではなかった。

　また、HIV陽性とあわせて精神保健課題をも

つ事例への相談支援における地域の関係機関と

の連携は、必ずしもまだ十分な取り組みが進ん

でいない。倉下（2005）が示したように、薬

物問題に関する地域のネットワークづくりは、

保健師の役割であると指摘している。そのよう

に今後精神保健相談担当者とエイズ担当者と連

携した地域のネットワークづくりは、保健行政

機関に期待される役割であろう。

　さらに、精神保健相談の担当部署においても、

HIVに関する基本的知識が得られるような情報

の共有化やエイズ担当者と精神保健担当者の共

同の研修等も相談支援対応の準備性を高める上

で有効と考えられた。とりわけ薬物依存/使用

に関する相談は、いずれの担当者も困難さを感

じており、共通の研修のプログラム等の必要性

が示唆された。

Ｅ 研究の限界と課題
　本研究は、保健行政機関におけるエイズ担当

及び精神保健相談担当者の1名の回答によるも

のである。回答された支援経験がそのまま機関

の準備性を評価できるものではない。

　また、都道府県には精神保健福祉センターが

設置されており、政令市においても設置してい

る場合がある。しかし、本調査では精神保健福

祉センターは含まれていない。
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　精神保健課題をもつHIV陽性者への保健行

政機関のサービスの実態は、精神保健福祉セン

ターや障害福祉部署を含めた評価が必要であ

る。
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